
1．医療法改正について   



良質な医療を提供する体制の確立を図るための  

医療法等の一部を改正する法律の概要  

4 匡■安全の確保   

○ 医療安全支援センターの制度化、医療安全確保の体制確保の義務付け等〔医療法〕   

○ 行政処分を受けた医師、歯科医師、薬剤師及び看護師等に対する再教育の義務化、行政処分の類型の見直し等〔医師法、歯科医師  

法、薬剤師法、保健師助産師看護師法〕   

5 医■従■者の貴書の向上   

○ 行政処分を受けた医師等の再教育の義務化等 （再掲）   

○ 看護師、助産師等について、現行の業務独占規定に加え名称独占規定を設けること〔保健師助産師看護師法〕   

○ 外国人看護師、救急救命士等について、臨床修練制度の対象とすること〔外国医師等の臨床修練法〕   

や 医♯法人制度改革  

〔 

医業経営の透明性や効率性の向上を目指す。  

公立病焼等が担ってきた分野を扱う医療法人制度を創投する   

○ 解散時の残余財産の帰属先の制限等医療法人の非営利性の徹底   

○ 医療計画に位置付けられたへき地医療、小児救急医療等を担うべき新たな医療法人類型（「社会医療法人」）の創設等  

〔以上 医療法〕   

7 その他   

○ 施設規制法の性格が強い現行の医療法を、患者の視点に立ったものとなるよう、目的規定及び全体的な構造の見直し  

○ 有床診療所に対する規制の見直しその他所要の改正〔以上医療法〕   



医療機関に対し、医療機関の医療機能に関する一定の情事馴こついて、都道府県への報告を義務付け、都道府県が情  

報を集約してわかりやすく提供する仕組みを創設する。（薬局についても同様の仕組みを創設）  

改正後の制度  現行制度  
※Iニコは、新たに追加される制度  

【鳥者が医療什報を得る手段】  

○ 医療機関の行う広告  

○ インターネット等によ   

る広報  

※ 医療機関側による任意   

の情報  

○ 手Il用者に対する医療機   

関内の院内掲示  

等  

【見直しの視点】  

○ 必革な什報は－♯に提供  

○ 什報を集約化  

○ 客t的な情報をわかりやす   

く提供  

○ 相談・助言機傭の充実  

具体的内容  ～ 以下の医療計画に関する基本的枠組みを  

医療法に規定 ～  
医療機能の分化・連携の推進に  

よる切れ月のない医療の提供  

☆ 国の基本方針（新たに法律に規定）によるビジョンの提示  

☆ 事業別に、地域の実情に応じ関係計画との整合性を勘案   

し、分かりやすい指標と数値目標でもって住民・患者に明   

示し、事後評価できる仕組みにする。  

※数値目標の例：  

疾病別の年間稔入院期間の短縮  

在宅看取り率の向上  

地域連携クリテイカルパスの普及など  

☆ 事業ごとにそれぞれの機能に即して医療連携体制を具休   

的に医療計画に位置付け、住民・患者に医療機関や連携の   

状況を明示する。  

☆ 医療機能調査の上、住民、医療関係者、介護サービス事   

業者等と協議して医療連携体制を構築。   

（病院・診療所の開設者及び管理者に医療機能調査や医療  

連携体制の構築に関する協議などへの協力の努力義務規  

定を創設）  

○ 都道府県が作成する医療計画の見直しに   

より、がん、脳卒中、小児救急医療など事   

業別に、地域の医療連挽体制を構築する。   

○ 地域の医療連携体制内においては、地域   

連携クリテイカルパスの普及等を通じて、   

切れ目のない医療を提供する。   

‾‾‾‾‾‾■‾‾  

「項勤i諭iダウ字音誠；祓 l  

：急性期病院から回復期病院を経て自宅  

：に戻るまでの治療計画。患者や関係する  

：医療機関で共有することにより、効率的  

：で質の高い医療の提供と患者の安心につ  

：ながる  

亡ヲ盲蔭二重痕蔽頑L蔦厳な謹病謹庚  

の確保  
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がん診療の連携のイメージ  

厚生労働省  

＜拠点病院の主な要件＞  

○集学的治療（手術・抗がん剤・放射線治療等の組み合わせ）の実施  
○診療ガイドラインに準ずる標準的治療の実施  
○緩和ケアチームの設置による、切れ目のない緩和ケアの提供  

○腫瘍センターの設置（特定機能病院の場合のみ）  
○地域の医療機関との密な医療連携体制（クリテイカルパスの整備含む）  
○相談支援センターの設置（セカンドオピ＝オンの提供含む）  

○地域の医療機関・医師に対する公開カンファレンスや研修の実施  
○院内がん登録の実施及び地域がん登録への協力  
などに加え、  

●要件を満たさないと判断される場合、指定を取り消すことができる  
●指定については4年ごとに更新する  

がん対策情報センター  

がん診療連携拠点病院の整備状況：179カ所（平成18年11月現在）  

♯遭府県がん診療  
「‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾  
l  

：2次医療圏  
I_ 

l  1  1   

支援 ：  
連携協★会  

曳皇蔓呈声  
■－。去  

地域がん鯵療連携拠点病院  
地域の医療機関  

※ 急性期、回復期、療養期等各機能を担う医療機関それぞれにかかりつけ医がいることも考えられるが、ここでは、身近な地域で日常的な医療を受け  
たり、あるいは健康の相談等ができる医師として、患者の病状に応じた適切な医療機関を紹介することをはじめ、常に患者の立場に立った重要な役割を  
担う医師をイメージしている。  



救急・入院の集約化  

救急・入院医療の広域化  

病診連携の強化  

身近な医療の継続  

せ性僅聞物増加  

労働条件への配慮  

＼
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＼、軍師糊  
3漁舟急、  

地域小児  斗センター  

I次2次救急   
土NICU  

＿ノ1萱「  医師出精   

‾‘画＝   
一般病院小児科  

′  
′ 一 医師出穂  一 

′ ′ 
′ ′′面 

血‘一  
一般病院小児科  

過【陣地病院dl托科  日本小児科学会作成責料を  
基に一部媚集  

○ 地域において必要とされる医療の確保に関する事項に閲し必要な施策を定めるため、都道府県が中心と  
なって地域の医療関係者と協議を行う場。  
○ 実体上都道府県に設置されていた協議会を法定化。平成19年4月1日施行。  

果たすべき機能  

○ どの地域にどれだけの医師がいるか、どの地域にどれだけの医療に対するニーズがあるかについて、現状分析。   

○ 地域の医療に対するニーズの把握と、ニーズに応じた短期及び中■長期的な効率的な医療提供体制のあり方に   

ついてのコンセンサスの形成。   

○ 上記の医療提供体制に応じた医師の配置。これを実現するため、医師の多い医療機関と医師の少ない医療機   

関との間で、都道府県が主体となって医師派遣の調整を実施。   

○ へき地等への医師派遣についてのシステムの検討。  

※ 国としては、独自に創意工夫を凝らした先進的な取組と認められるものを、モデル事業として   

補助を行うこととしている。  
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一基本的考え方－  

◎ 医療法において医療安全の確保にかかる医療機関のt理者の■務を規定することにより医療安全の確保とい  

う施策の方向を明示する。  

◎ 都道府県尊が股tする医療安全支捷センターについて医療法に位tづける。  

（都遭府県等：都道府県、保健所を股tする市又は特別区）  

状】   【改正内容】   

☆ 医療史全の確保に関する法♯上の規定を新政した。  

☆ 具体的には、病院、有床鯵よ所に加え、知床診療所及び   

助塵所のt理者に対して、匡■の安全を確保するための推   

tを■♯づける。厚生労働省令において、以下のことを定   

める予定である。   

＞ 安全管理体制（陵内感染制御体制、医薬品・匡ホ機書  

の安全管理体制等を含む）の充実・強化   

☆ 医療安全支援センターを匡■法に位tづける。   

ン 都遭府県等は琶膚儀全支援センターを毅tするよう  

努める。   

＞ 都道府県等は、医療安全支援センターの名称及び所在  

地を公示しなければならない。   

○ 医療法慮行規則において、病院、有床診   

■所の管理者に対して安全管理傭制の整   

備が義務づけられている。  

○ 医療安全支援センターについて法♯上   

の位t付けがなく、機能が明確でない。   

（蓼考）   

匡ホ安全支援センターは、現在全都道府   

県及び41保♯所設t市区等に設t。  

5．医療従■者の贅千の向上（卓師法専 

安心、安全な医ホを提供し、国民の医療に対する信頼を確保するため、行政処分を受けた医師専への再教育  

制度の創設儀、医ホ従■者の十干の向上に向けた取組みを推進する。  

【現行制度の梓橋】   

◆ 抑湘師、   

■Mは、医業停止期間を過ぎれば、特段   

の条件なく医業（歯科医業）等に復帰でき、   

業務停止という行政処分だけでは、十分な反   

省や適正な医業等の実施が期待できない。   

◆ 農抑こわたる彙務停止については、度量並   

の医療技術を保つことが困難であり、また、   

停止期間中の医療技術の進歩も十分lこ習得で   

きていないという懸念がある。   

◆ 安全、安心な医療を確保する観点から、圭   

護撤■に関する制度見直しの検討が必要で   

ある。  

（事考）  

平成17年鹿の行政処分件数   

医師  取消3件 業務停止58件   

歯科医師 取消1件 業務停止29件  
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一基本的考え方－  
◎ 非営利性の徹底を通じた医療法人に関する四民の信頼の確立。  
◎「甘から民への流れ」、r官民のイコールフッティング」をふまえ、従来公立病院等が埋っていた医療を民間の医療法人が積極的に担うよう推進。  

◎ 効率朋で透明性のある医業経営の実現による地域医■の安定的な提供。  

改正後  ＜現行＞  

特定医療法人  ★社会医療法人制度の創設   

一定の公的要件を備えた医療法人として位置づけ   
◇税制上の優遇糟雇   

（平成19年度税制改正要望を予定）   
◇債券発行を可能に   
◇公的医療機関経営への積極的参加   
◇収益事業や福祉事業など多様な事   
業畏開   

◇医療機能に応じた他の医棟法人と   
の幅広い連携の推進  

公
益
性
の
確
立
 
 

非
営
利
性
の
徹
底
 
 

効
率
性
の
向
上
 
 

透
明
性
の
確
保
 
 

特別医療法人  

財団医療法人  財団医療法人  

社団医療法人  
社団医療法人   

昆   

◆住民が望む  
医療の提供  

◆住民からの   
信頼確保  

◆適切な経営  
資源の投入  

◆効率的な  
経営管理体制  ◆住民が支える  

医療サービスの実現  

・J1一・三三三三ミ‡三さ二子‡幸溝捧夢療熟字封車重規制中黒味じ（廣錬凍） 

○有床診療所のこれまで果たしてきた役割や今日提供している医療の状況等を踏まえ48時間の入院期間制限規定を廃止  

する。  

○上記規定の廃止に伴い、患者の緊急時に対応する体制確保の義務づけや医療従事者の配置等の情報開示を行わせる。  

○原則として、医療計画の基準病床数制度の対象とするが、在宅医療や産科など地域において特に必要とされる有床診療  

所の一般病床については、病床過剰地域においても設置できるよう措置する。   

改正内容  有床診療所く一般病床）の現状  

48時間の入院期間制限規定の廃止  48時間の入院期間制限  

人員配置標準の規定なし  

医療計画の基準病床数制度の対象外  
他の医療機関の医師との連携等、患者の緊急時に  

対応する体制確保を管理者に義務づけ   

→一■の医ホ安全の確保  
（問題点）  

・有床診療所には、へき地等における入院施設や高  

度な手術を行う施設など、様々な機能を果たすもの  

が存在するため、48時間規制を一律に課すことが  
適当ではない  

・一般病床における実際の平均在院日数が16．6日  

（平成14年「患者調査」）となっており、規制と実態が  

合っていない  

医療従事者の配置等一定の情報について、  

一 医療情報の都道府県への届出制度の届出対象  

一院内掲示の義務づけ  

→什報開示を通じた医療の井の確保  

医療計画の基準病床数制度との関係について  

（対象）新制度施行後に新設されるもの  

※ 既設の有床診療所の一般病床については、  
・新たに許可を得ることは求めない  
・政令で定める日までの間は既存病床数に含まない。  

（政令制定時期については現段階で未定）  

※ 新設する診療所の一般病床のうち、届出で設置するもの   
については、知事の勧告の対象とはしない。既存病床数   
には含まれる。   

※ 有床診療所の療養病床は、長期入院を対象とする病床であるため制度   

が異なる（入院期間制限なし、人員配置標準の規定あり、医療計画の基準   

病床数制度の対象）  

′
h
）
 
 



2■医師確保対策について   



○ 近年、医師国家試験の合格者は毎年7，600－7，700人程度であり、死亡等を除いても、   

毎年3，500－4，000人程度増加。  

（医師数）平成10年24．9万人→平成16年27．0万人  
○ 人口10万人対医師数についても毎年増加。  

S30   40  50  52  54  56  59  63  4   8  12  16   

医師・歯科医師・薬剤師調査  

○ 都道府県別に見て、人口10万人対医師数は134．2（埼玉県）から282．4（徳島県）まで存在。   
（人口10万人対従事医師数で見ると、129．4（埼玉県）から264．2（東京都）まで存在。）  

○ しかし、平成10年から16年において、東京都、大阪府の医師が顕著に増加している事実はなく、医師が大都市に   
一極集中しているとまでは必ずしもいえない。  

昭和61年   平成16年  

（総医師数）  総医師数  （従事医師数）   

全国   157．3  21l．7   201   

北海道   1ヰ5．1  216．2   203．6   

書森   131．6  173．7   164   

岩手   1ヰ4．0  179．1   167．9   

宮城   157．5  201．0   188   

秋田   133．0  19：∋．2   181．9   

LU形   135．7  198．8   184．2   

福島   136．8  178．1   171   

茨城   108．0  150，0   142，3   

栃木   143．5  200＿2   189．8   

群馬   146．2  201＿4   192＿2   

埼玉   96．6  134．2   129．4   

千葉   104．0  152．0   146   

東京   216．3  278．ヰ   264．2   

神奈川   137．3  174．2   187．4   

新潟   135．6  179．4   166．9   

富山   163．4  230．4   213，6   

石川   2川．7  252．8   238月   

福井   1ヰ4．1  212．4   202．7   

山梨   138．7  193．0   186．8   

長野   136．2  190．9   18l．8   

岐阜   122．2  171．3   1＄5   

静岡   12乱2  174．9   188．5   

愛知   1ヰ1．8  184．9   174．9   

注）総医e  市数・・・医師・歯科医師・薬剤師調査に届  

昭和61年   平成16年  

（総医師数）  総医師数  （従事医師数）   

三重   lヰ0．1  184．3   176．8   

滋賀   144．8  200．8   189．7   

京都   210．9  274．8   258．3   

大阪   182．5  244．8   231．2   

兵庫   160．1  207．1   197．3   

奈良   135．0  204．3   196．7   

和歌山   169．7  247．8   236．8   

鳥取   207．3  280．8   258．3   

島裾   173，2  253，0   238＿1   

岡山   t92．5  258．8   246．3   

広島   169＿3  237．0   224．9   

山口   167．7  237．9   224．1   

徳島   21ヰ．0  282．4   262．4   

香川   173．7  249．7   236，6   

愛媛   185．0  233．2   223．g   

高知   194．0  273．6   261．4   

福岡   200．2  268．0   253．   

佐賀   169．1  228．2   216．4   

長崎   191．3  262．5   2ヰ7．   

熊本   180．0  247．5   235．   

大分   161．0  238．5   226．9   

宮崎   140．7  218．4   20t；．9   

i＝ ＝ ＿．   155．8  224．3   212．9   

沖縄   116．1  204．9   196．3   

人口10万人対医師数の  

平成10年・→平成16年の増加率   

全国  107．丁％（196．6 → 211．7）   

東京  105．3％（264．ヰ ー→ 278，4）   

大阪  106．9％（228．9 －→ 244．6）   

愛知  105．7％（175．0 →184．9）   

（参考）総医師数   

全国平均＝・211．7人   

最大都道府県…徳島県〈282．4人）   

最小都道府県…埼玉県（134．2人）  

長大と最小の差は、約Z．1倍   

ナ出た全ての医師の数  
従事医師数・＝絶医師数のうち、医療機関（病院・診療所）に勤務する医師の数   

出典：厚生労働省大臣官房統計情報部 平成16年 医師・歯科医師・薬剤師調査  
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各都道府県内においても、県庁所在地など人口当たりの医師数が多い地域と、郡部など少ない地域が見られる。  

中庄16年l墓             ・鯨払医師・韮副鮪三和香よりl   成   

従事医師数（れ〉   払亭医師数（黒内 従事医師数（県）   従事医師数（れ内）   都道府県  人口10万人当たり   ニ次医療卸  人口10万人当たり 〕  県内での差  都道府欄  人口10万人当たり   二次医療隠  人口10万人当たり   県内での差  都道府儒  人口‖l万人当たり 徒事医師数（県）  二次医療薗  人口tO万人当たり 従事医師勤（札内：  県内での差   

上川中部   2【〉4．6   石川中央  303．0  2」柑．3  県南東部   
282．6  

北海道   203．6  3．0倍  石川県   238、8  24口  岡山県  
124．4  127．4   2．2日  椎宝   95、8  能登北部  

16Jl  漕艇地虻   241．6   202．7   福井・坂井  2762  乙61コ  広島県   呉   青森県  2．6倍  福井県  22」】．9  2763  1．6億  
西北五地域   94．7  奥趨   104．9  広島中央   174．3   

盛岡   186．8  甲府地区  311，5   宇⑪・小野田   
224．1  

36」l．9  

岩手県   167．9  247，4  2．4倍  山梨県  3．3口  山口県  萩   l5．9   
2．3⊂】  

二戸   102．7  東釦  93．8  

宮城県   188  仙台   291．＄  6．5倍  長野県   181．8  295．5  282．4  繁劇＝   
黒川（※1）   木管  114．5   西部Ⅱ   

302．0  
t79．2   

秋田県   
秋田周辺  

181．9  雲型  165  ㌢㌍  236．6  吉松  
101．0   中濃  120．2   

301．8  
溝沢・雄謄  140．3   

184．2  村山   2256   西遠   
188．5  219．8   2．8口  愛嬢県   

堅些  
山形県  1．8倍  筒同県  223．9  287．9  

126．3  北遠   8」】．了   今治  165．8   

県北  223．4  174．9  尾張東部   317．1   福島県   171  2．2借  愛知県  4．9  高知県   261．4  中央 古幡   
99．4  尾Ⅶ中部   64．2  

2∈13．8  1．針眉  
南会津  t51．4   

茨城県   
つくば  

142．3  322．2  176．8  ・・⊥l＝  牢旦至．  253．2  久留塑  385．9  
★駄8・ひ！こらなか  80．l   145．4   京築  t26．8   

189－8  ∴1 県西   
大津   387，4  2．8tコ  佐賀県   216．4  中部  277・鱒  

栃木県  235．7  2．0倍  滋賀県   t89．丁  
118．4  甲賀   110．4   西部  t49．9   

両用  
192．2  

36B．8  
2．8倍  貫鰯府   

京都・乙訓   
25＄．3  

8414  3．31コ  長崎県   亘旦 群馬県  247．2  ▼＿   
tO4．2  上五島   

318．4  3．0  
太田・館林  1：‖．8  ・∵■＝  

tO6．0   

129．4  西部届こ  大阪市  早1塑  235．4  
準軍・寧  

埼玉県  堅旦  
84．8   

231．2  
児玉  中河内  163．5   阿蘇  109．9   

146  安房  253．4  t97．3   
254．9  

2．0倍  大分県   
別件速見  

千乗県  3．0倍  兵丑県  226．9  295．0  
夷隅長生  84．3  西播磨  128．7  東国東  128．6   

東京割  264．2  区中央部（※2  1．190．6  196．7  至型  軍学‥至  206－9  宮崎東諸県  

（※a）  
1   146．4   西都児濾   

2鱒亨  

西  西和  ‖4．4   

川嶋南部 ’   2328 

236．8  早！ヲ・3  神奈川県   167．4  Z．0倍  和歌山県  212．9   
116．8  146．8   熊毛   

亨1＿9・9  

那1  1∝）．0   

新潟儒   166．9  鱒準一 十日町   311．2  258．3  翠鱒  351．9  196．3  南部  
宮古   

235．2  
99．6   中部  176．7   ．7   

213．6  冨山   25了．7  l．引書  島根県   出雲   360．1   煮1■川（大和町、大蓼町．冨谷町．大鶴村）  
富山県  238†  

187．5  t334  之．7†  
※3島しょ医療圏を敷く．  

平成10年から平成16年において、小児科医数及び小児1万人あたりの小児科医数は  
増加している。都道府県別にみても、ほぼ全ての都道府県で増加している。  
※ 小児科医数は、36県で増加、1県で増減無し、10県で減少。（平成16年）  

小児科医数と小児人口10000人当たり小児科医数  

小児10000人当たり  小児科医数  

10．0  

9．0  

8．0  

7．0  

6．0  

5．0  

4．0  

15000  

14000  

13000  

12000  

11000  

10000  

9000  

区ヨ小児科医数  

一一一小児人口10000人  

当たり小児科医数  

平成6 8 10 12 14 16  
厚生労働省大臣官房統計情報部医師・歯科医師・薬剤師調査  

9   



全国的には、産婦人科医は減少しているものの、出生数あたりの産婦人科医は横ばい。  

また、都道府県における産婦人科医の増減には差がある。（産婦人科医とは、産科及び  

産婦人科を主な診療科として医療機関において従事している医師）  

※産婦人科医数は、9県で増加、3県で増減無し、35県で減少。（平成16年）  

産婦人科医数と出生1000人当たり産婦人科医師数推移   

産婦人科医師数  出生1000人当たり  

12．0  

11．0   

軋0  書■■産婦人科医数  

0
 
 
 
0
 
 

9
 
 
 
 
8
 
 

－◆－一出生1000当た  
り産婦人科医数  

平成6  8  10   12   14   16  

厚生労働省大臣官房統計情報部医師・歯科医師・薬剤師調査  
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